
 

四日市市告示第２０９号 

四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次の

ように定める。 

令和２年４月１日 

四日市市長  森 智 広    

 

四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金交付要綱の一部を改正する要綱 

四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金交付要綱（平成３１年四日市市告示第

１９２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（補助率及び補助金の額） （補助率及び補助金の額） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

 

２ 前項で定める耐震改修に要する費用は、耐震

改修工事費（天井の耐震改修工事費を除き、建

替え又は除却する場合にあっては耐震改修工

事費相当分とする。）とし、次に定める費用を

限度とする。ただし、イ又はウで免震工法等特

殊な工法による場合（建替え又は除却する場合

を除く。）は８３，８００円／㎡を限度とする。 

２ 前項で定める耐震改修に要する費用は、耐震

改修工事費（天井の耐震改修工事費を除き、建

替え又は除却する場合にあっては耐震改修工

事費相当分とする。）とし、次に定める費用を

限度とする。ただし、イ又はウで免震工法等特

殊な工法による場合（建替え又は除却する場合

を除く。）は８３，８００円／㎡を限度とする。 

ア （略） ア （略） 

イ マンションは５０，２００円／m２（耐震

診断の結果、Is（構造耐震指標）の値が 0.3

未満相当である場合は 55,200 円／㎡） 

イ マンションは５０，２００円／m２ 

ウ 建築物は５１，２００円／m２（耐震診断

の結果、Is（構造耐震指標）の値が 0.3 未満

相当である場合は 56,300 円／㎡） 

ウ 建築物は５１，２００円／m２ 

 

 

第１号様式を次のように改める。 

 



 

第１号様式（第５条第１項関係） 

 

                                                    年  月  日 

 

 四日市市長  

 

                                                  申請者 

住 所             

氏 名             

電話番号            

 

四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金交付申請書 

 
 

四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業を実施したいので、補助金       円

の交付について、四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金交付要綱第５条第１

項の基準に基づき、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

関係書類 

（１）事業計画書（別紙１） 

（２）収支予算書（別紙２） 

（３）耐震改修費用の見積書の写し（申請額の積算内訳がわかる書類） 

（４）耐震診断書の写し 

（５）耐震改修の結果、地震に対して安全な構造となることを確認できる書類及び添付図書（除

却する場合を除く） 

（６）区分所有又は共有の建築物等の場合は、耐震改修の実施について所有者間で承認されて

いることが確認できるもの（総会議事録・同意書等） 

（７）建築物の登記事項証明書（所有者の住所・氏名等を証明できる書類） 

（８）付近見取り図 

（９）建築物外観写真（対象建築物がわかるもの） 

（10）その他、市長が必要と認める書類 

 



 

別紙１（第５条第１項、第６条第１項関係） 

事業計画書（当初・変更） 

 

１．対象建築物の所有者（法人の場合は会社名等、区分所有又は共有の場合は代表者） 

 

 

２．対象建築物の概要 

名称  

対象建築物の

住所 

〒   －     

三重県 

用途  

構造・階数          造 地上    階 地下    階 

延べ床面積 ㎡ 

建築年月日 昭和   年   月頃着工 

耐震工法等 □ 耐震改修 □ 耐震改修（免震工法等） □ 建替え □ 除却 

 

３．事業に要する経費 

 

 

 

 

 

 

（注）変更事業計画書の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記載すること。 

 

※耐震改修工事費の上限額の算出について 

対象建築物 耐震改修に要する費用の上限額 

IS 値 0.3 以上 IS 値 0.3 未満相当 

住宅（マンションを除く。） 34,100 円／㎡ 

マンション 50,200 円／㎡(※) 55,200 円／㎡(※) 

建築物 51,200 円／㎡(※) 56,300 円／㎡(※) 

※ 免震工法等特殊な工法による場合は 83,800 円／㎡ 

 

４．事業期間（予定日） 

事業着手    年   月   日頃 

完了    年   月頃 

 

項  目 金額欄 

①実際に耐震改修に要する費用 円 

②耐震改修に要する費用の上限額※ 円 

③補助限度額【①と②の低い方×補助率２／５】 円 

④補助申請額 円 



 

別紙２（第５条第１項、第６条第１項関係） 

収支予算書（当初・変更） 

 

収入の部 

区  分 金  額 備  考 

四日市市耐震診断義務化沿道建

築物耐震改修等事業費補助金 

耐震対策緊急促進事業補助金 

自己資金 

借入金 

その他 

  

合 計   

 

支出の部 

事業区分 金  額 備  考 

   

合 計   

（注）変更事業計画書の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記載す

ること。 

 



 

第８号様式を次のように改める。 



 

第８号様式（第８条関係） 

                                                            年  月  日 

 

 

  四日市市長 

                                                  申請者 

住 所             

氏 名             

電話番号            

 

四日市市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金完了実績報告書 

 

  平成  年  月  日付け第     号により補助金交付決定の通知を受けた四日市市耐震

診断義務化沿道建築物耐震改修等事業の計画について、下記のとおり事業が完了したので、四日市

市耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、報告し

ます。 

 

記 

   

  １ 対象建築物の名称 

 

２ 対象建築物の所在地 

 

３ 完了の年月日          年    月    日 

 

４ 添付書類 

 （１）対象建築物の事業実施報告書（別紙１） 

 （２）建築士による適合確認書（別紙２） 

（３）物件の写真（耐震改修工事の実施箇所が特定できる工事写真等） 

（４）請負契約書の写し 

（５）施工業者等からの請求書の写し又は領収書の写し 

（補助金の請求及び受領について委任する場合にあっては、「領収書の写し」を「補

助事業完了明細書（別紙３）」とする） 

（６）その他、市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙１（第８条関係） 

 

対象建築物の事業実施報告書 

 

１．対象建築物の所有者（法人の場合は会社名等、区分所有又は共有の場合は代表者） 

 

 

２．対象建築物の概要 

名称  

対象建築物の

住所 

〒   －     

三重県 

用途  

構造・階数          造 地上    階 地下    階 

延べ床面積 ㎡ 

建築年月日 昭和   年   月頃着工 

耐震工法等 右記の工法等で該当するも

のを選択してください。 

□ 通常の工法、建替え又は除却 

□ 免震等特殊工法 

３．事業に要する経費 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

対象建築物 耐震改修に要する費用の上限額 

住宅 対象建築物の延べ床面積×34,100 円/㎡ 

マンション 対象建築物の延べ床面積×50,200 円/㎡(※) 

（耐震診断の結果、IS 値が 0.3 未満の場合 55,200 円／㎡） 

建築物 対象建築物の延べ床面積×51,200 円/㎡(※) 

（耐震診断の結果、IS 値が 0.3 未満の場合 56,300 円／㎡） 
 
 

 

４．事業期間 

事業着手    年   月   日 

完了    年   月   日 

 

５．建築基準法の違反是正状況（耐震関係規定以外） 

違反内容 是正内容 

  

項  目 金額欄 

①実際に耐震改修に要する費用（実績額） 円 

②耐震改修に要する費用の上限額※ 円 

③補助限度額【①と②の低い方×補助率２／５】 円 

④補助申請額 円 

※ 耐震改修に要する費用の上限額の算出について 

※ 免震工法等特殊な工法による場合は 83,800 円/㎡を限度とする。 



 

別紙２（第８条関係） 

 

建築士による適合確認書 

 

当該報告にかかる建築物の整備内容と交付申請書に記載されている建築物の設計内容の適合状況

は、次のとおりであることを証明する。 

     （       ）建築士 （      ）登録  第       号 

              建築士の氏名            印 

（注）除却工事の場合、建築士を除却工事施工者と読替え、建築士登録番号に代えて会社名及び建設業法の登録番

号、建築士の氏名を代表者名として記入することも可とする。 

１．対象建築物の概要 

名称  

対象建築物の住所  

用途  

構造・階数  

耐震工法等 □ 耐震改修 □ 耐震改修（免震工法等） □ 建替え □ 除却 

（注）別紙１「対象建築物の事業実施報告書」に記載されている概要を記載すること。 

 

２．適合状況 

交付申請書に記

載されている耐

震改修工事内容

と、実際の耐震改

修工事内容の適

合確認（確認し☑

を記入） 

□（１）現地において、耐震改修工事の状況及び耐震改修工事が完了していること

を確認している。 

□（２）その上で交付申請書※に記載されている耐震改修工事内容と、実際の耐震

改修工事内容が適合していることを確認している。 

（※交付変更申請を行った場合は、最終の申請書） 

□（３）【物件の写真】の耐震改修工事前・施工中・工事完了後の耐震改修工事箇所

の写真について、実際の耐震改修工事箇所のものであることを確認している。 

上記（２）で適合が確認されない場合、次の内容を確認すること。 

（４）交付申請時※からの設計変更の有無 

  （※変更承認申請を行った場合は最終申請時） 
有・無 

（５）耐震改修の結果、地震に対して安全な構造となるとして認められた内容

に関する変更の有無 
有・無 

（注）少なくとも、建築基準法第６条第１項に定める「建築物の計画変更の内容」および完了検査申請書 

「確認以降の軽微な変更の概要」欄に記載した事項がある場合は、（4）については「有」とすること。 

上記（５）で「有」を選択した場合、次の内容を記載すること。 

耐震改修の結果、地震に対し

て安全な構造となるとして認

められた内容 

変更の概要 

耐震改修の結果、地震に対して安全な

構造となるとして認められた内容に

影響を与えないと判断した理由 

   

 



 

別紙３（第８条関係） 

 

                                                            年  月  日 

 

補助事業完了明細書 

 

                                                申請者 

住 所             

氏 名           ㊞ 

 

 私は、補助金額が確定した後、耐震改修に要した費用から補助金額を差し引いた金額を下記の耐

震改修事業者へ支払います。 

 なお、差引金額を支払った後、補助金の請求については、同耐震改修事業者が行います。 

 

記 

 

  耐震改修事業者 

所在地  

会社名  

代表者名  

 

 



 

附則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度分予算に係る補助金から適用する。 

 

（危機管理監危機管理室） 


